
 

 

まちづくり等に関する提言 
 

まちづくり等の推進を図るため、国は、次の事項について積極的な措置を講じられ

たい。 

 

１．魅力ある都市づくりを実現するため、都市自治体が自主的・主体的な取組ができ

るよう都市計画法等における権限を都市自治体に移譲すること。 

また、都市計画施設等の改修・更新については、より広く都市計画税を充当でき

るよう都市計画運用指針を見直すなど柔軟に対応すること。 

 

２．コンパクトシティの形成等、まちづくりや中心市街地の活性化に関する施策につ

いては、地域の実情に応じた適切な財政措置を講じるとともに、都市自治体の行う

施策に対し、積極的に支援すること。 

 

３．連続立体交差事業及び関連するまちづくり事業については、地域の実情を踏まえ

採択基準を緩和するなど財政措置を講じること。 

 

４．公道化の推進に支障となる所有者不明等の私道については、事業推進が可能とな

るよう対策を検討すること。 

 

５．地域の活性化及び持続的な発展を図るため、地域の特性に即した取組や広域プロ

ジェクトを推進すること。 

 

６．不適切な残土処分行為を規制するため、実効性のある法的整備を図ること。 

また、山砂利等の採取跡地の修復整備及び環境改善を図るため、都市自治体が良

質な建設発生土を確保できるよう適切な措置を講じること。 

 

７．管理放棄された空き地について、所有者等の特定や適正管理の指導等が実施でき

るよう法整備を図ること。 

 

８．国から譲渡された法定外公共物の維持管理費に係る財政措置を講じること。 

 



 

 

９．東日本大震災関係 

防災集団移転促進事業で取得した移転跡地の利活用を推進するため、適切な財政

措置を講じること。 


